











　会社法423条 1 項、会社法461条 1 項 2 号・8 号、会社法462条 1 項・2 項、


















































































































































































































































































































で、前掲長崎地判平成 3 年 2 月19日の事例のように、個人的な利益や便宜
を図るように働きかけるなど、代表訴訟を嫌がらせのために濫用的に用い
ているという背景がない以上、本判決の判断は妥当だろう。





















4 最判昭和48年 5 月22日、民集27巻 5 号655頁。
5 新潟地判平成21年12月 1 日、判例時報2100号153頁。田中亘『会社法〔第 2 版〕』
（東京大学出版会・2018年）269頁。
6 前掲田中271頁。なお、大阪地判平成12年 9 月20日（大和銀行事件）判例時報


































































































7 月 9 日（日本システム技術事件）の判断枠組み11で考えると、今回の事
10 第三者委員会格付け委員会「第 2 回格付け個別評価」第三者委員会格付け委員
会ウェブサイト＞格付け結果、第 2 回格付け個別評価http://www.rating-tpcr.
net/wp-content/uploads/4ba0fda595f89e8310194c0a128e57ac1.pdf（最終閲覧日：
































10月 8 日） 3 頁。
153
長畑　代表取締役について不正会計等を防止するための監視義務及び内部統制システム
を構築すべき義務を怠ったとはいえないとされた事例（リソー教育事件）
題となるため、それだけでは責任が肯定されることにはならず、現行の判
断枠組みでは限界がある。本件では問題となっていないが、経営者のこう
した無理のある経営方針の策定実施自体を結果回避義務違反と考えるよう
な理論構成のあり方も今後検討する必要があるように思われる。
争点④について
　争点④の認定について、Ｙは、取締役会において本件剰余金の配当等に
係る各議案に賛成するに当たり、「その職務を行うについて注意を怠らなかっ
た」といえるかが問題となる。会社法462条 2 項は立証責任の転換された
過失責任と解されているから、争点②③の議論がそのまま妥当することに
なるだろう。
おわりに
　本件は、一定の内部統制を構築していたが、それを潜脱する形で不正行
為が行われていた場合に、その事実を知らなかった代表取締役に監視義務
違反及び内部統制構築義務違反はないとされた事例であり、これまでの裁
判例の考え方を踏襲したものと評価できる。本件事実認定を前提にすれば、
本件判決は妥当であると考えられるが、ワンマン体制や過度な目標設定と
厳罰主義の経営方針については、本件判旨では問題となっていないが、こ
れまでの事例とは背景が異なる点は指摘しておきたい。

